
1.2.7-1

EA策定チームで修正・追記したもの青字

内容が不明確であり、書いた本人に
意図・意味の確認が必要なもの

赤字

説　明記　号

1.2.7 目的手段リスト(IT推進委員会)

凡　例

＜基幹業務＞
＜内部管理業務＞
＜その他業務＞

ＩＴ推進委員会：川口市の各課の課長等により構成



1.2.7-2

各種データの共有化

市民生活の向上（きめ細かい市民サービスを向上する（窓口サービス））

生活と直結する窓口サー
ビスの向上

窓口の不便さを克服する

ＩＴを活用して24時間受付
相談を可能にする

中核市、政令市を目指し、
市で処理できる事務を増
やす

町会、市域全域と情報を
共有する

庁舎内のバリアフリーの
整備

利用件数の少ない事業
の廃止を防ぐ

デジタルデバイドの人へ
のサービス方法を残す
（出張・郵便）

サービスのＩＴ化にのれな
い人が他の方法を選択
できるようにする

接遇強化（市民への接客
態度がまだまだ民間と比
べて悪いので）

職員の資質を更に高め、
職務に関する情報をでき
るだけ入手する

住基の各個人への発行
を義務化する

職員の接遇研修を徹底
する

情報提供の推進

市の情報が誰にでも簡
単に見ることができる（理
解できる）ようにする

地域の声（情報）を的確
に把握する

情報交換センターによる
市民との協働

申請手続きのＰＲの充実

事務の一部を市民へ委
任する

市民満足度を的確に把
握できる市民アンケート
調査を毎年定期的に実
施する

民間委託した事業を市
民参加による第三者機
関で評価する

民間委託できるものは極
力委託化する

ボランティアを募り、市民
サービスサポート隊を組
織する

窓口における市民ボラン
ティアの活用

派遣職員を取り入れ、人
員を確保し、待ち時間の
短縮を図る

コンビニの活用、連携を
検討する

業務時間の拡大による
窓口サービスの向上

窓口を無休化する

ロビーマン的な用件を聴
き、振り分け、説明できる
スタッフの確保

市内でパスポートを発給
できるようにする

窓口の待ち時間短縮市役所内部でもワンストッ
プサービスを進める

庁内1ヵ所で用を済ませ

るようにする

ワンストップサービスの
推進

アンケートの調査票を作
成する

情報提供の推進方策を
立案する

ＩＴ化を伴わないサービス
方法を検討する

職員の接遇研修内容を
検討する

市で処理できる事務を洗
い出す

ボランティア、民間企業
の活用方策を立案する

共有化すべきデータの
洗い出し

郊外の施設を有効活用
し、住民サービスの向上
を図る

市民サービスの見直し方
針を策定する

基幹業務　１／３



1.2.7-3

地域コミュニティの充実子育てを支援する

窓口サービス以外の市
民向けサービスの向上

（きめ細かい市民サービスを向上する（窓口サービス以外））

小学校、中学校、高等学
校の授業の単位にボラ
ンティアを加える

ゴミ問題を解決する 学校教育の充実

コミュニティスクールモデ
ル校により、開かれた学
校作りをより一層推進す
る

子育てをサポートするた
めに、保育所の待機を無
くす

ボランティア意識の向上

日本一のボランティアの
街の早期実現

地縁的コミュニティの他、
市民参加によるテーマ毎
のコミュニティ活動を推
進する

住民相互のコミュニケー
ションを強める機会の設
定

マンションコミュニティの
育成

町会組織の見直し

町会組織未加入者への
対応

町会組織に対する補助
金制度の見直し

地域に昔の隣組を作る

ボランティアの充実

市民全員がボランティア
に加入する

ゴミステーションの拡大

市民の美化意識を向上
させる施策を実施する

市民のボランティアによ
るゴミの収集

環境（特にエネルギー）
意識の向上

市民モラルの向上

選挙の投票は、どこの投
票所でもできるようにす
る

バス路線の拡大

各支所への交通手段を
便利にする（小型のコミュ
ニティバス）

高齢化に伴う支所業務
の充実・拡大

老人世帯の巡回サービ
スを実施する

町会毎に安心相談員を
配置する

対象者の年齢・能力によ
る区別化

市民生活の向上

学校教育の見直し方針
を策定する

市民のボランティア意識
及び美化意識を向上さ
せるための施策を立案
する

ゴミステーションの設置
が必要な場所を洗い出
す

町会組織の見直し方針
を策定する

史書業務の現状を調査
する

投票所の配置案を作成
する

子育ての支援方策を立
案する

市民サービスの見直し方
針を策定する

基幹業務　２／３



1.2.7-4

（高齢・介護医療を重点化する）

小さな介護施設を多く作
り、巡回して健康状態を
診るようにする

高齢者になっても安心し
て暮らせるまちづくり

人口の急増に伴う将来
の急速な高齢化に備え、
高齢化福祉施策を重点
的に進める

高齢者事業の充実

グループホームにおける
住所地特例を特区により
実現する

介護施設等に係る建築
規制を緩め、建築し易い
環境を整備する

福祉（介護）施設の拡大・
充実

民間特養ホームや老人
ホーム等を増床させるた
めの補助金を増やす

介護家庭を支援する

市民と協働する情報交
換センターを設置する

介護の入所施設の待ち
を無くす

介護窓口の拡大

高齢者・障害者等の相談
員の増員を図る高齢者・障害者の同居家

族の心身をケアする
地域による介護支援を
協働で実施する

介護者の孤立化を防ぐ
ための交流の場やインター
ネットを整備する

地域の中で隣組等の組
織を設け助け合う

災害等から老人を守る 高齢者・障害者等に人権
を重視した対応を実施す
る

自治体が成年後見人に
なり高齢者の被害を防ぐ

高齢者の社会参加を支
援する

高齢者の就労を支援す
る

健康意識を高める事業
を実施する

高齢者が街に進んで出
かけられるように都市基
盤を整備する

老人医療の充実支援に
より待ち時間の短縮を図
る

高齢者・障害者の話を聴
くボランティアを充実させ
る

団塊世代の自立を助け、
介護医療の低減化を図
る

健康予防クラブを組織す
る

定期健康診断の徹底を
図る

医療・介護費用抑制のた
めの検診・予防事業の充
実

行政と市民とが協働する
ことが可能となるよう、市
民協働参加の仕組みを
構築する

定年後の地域での居場
所を確保する

市民活動団体の積極的
な活用

趣味を同じくする人のボ
ランティアを活用する

高齢者のボランティア参
加事業を行う

高齢者が自ら介護に従
事する組織を立ち上げる

高齢対象者を前期と後
期に分けて役務を提供
する

民間の介護センターを支
援する

市民のボランティアを支
援する

防犯・防災対策を進める

老人世帯の適正把握 高齢者の被害状況を調
査する

高齢者・障害者の同居家
族の悩み・ニーズを調査
する

市民のボランティア参加
事業計画を策定する

都市基盤の整備計画を
策定する

高齢化福祉施策を策定
する

基幹業務　３／３



1.2.7-5

歳入を確保する

歳出を抑制する

予算を適正に
する

民間企業の活用を積極
的に進める

財政改革を行う

職員の意識を変える

時代に合わなくなった
事業の廃止と、時代を
先取りした事業の設置

生活扶助費の増加を

防ぐ方策を考える
公共施設の統廃合

議員の要望を
聞かない

維持管理費に係る
既存施策を廃止する

審議会等の委員の
先進市視察を廃止

する

計画が時代に適して
いるかの見直し

事業の見直し

歳入の確保への人員
の投入

人員削減

人と関係の部門と

提供専門に分ける

コスト意識を職員

に徹底させる

組織を改革する

職員の時間外手当

を頭打ち・無料にする

税で事業を行って
いるという意識の

確認

企業会計の採用によ
る市の財政状態と経営

成績の把握と自覚

市民のサービス向上

を図り、市民と一体と
なり考えていく

市全体を専門性の

高い職員で固める

情報公開を進める

市のおかれている財政
状況を市民に対し示し

共通認識をもつ

パブリックコメント等
を活用した、事業の

公平性の確保

特区の更なる緩和に
ついて検討と国への

働きかけ

国・県へ補助金の
拡充要求

補助金の見直し

公共料金の
適正化

財源配分の重点化を

図る

事務事業の全体的な

見直しと全体的な
財政再配分

新たな財源の検討

自主財源の開発

税源確保、税の滞納
整理の強化

未集金の早期回収
体制

税収確保に努める

マンション乱立を防ぎ

戸建を増加させること

により税収を上げる

大手企業の進出出来

る場所作り

収益事業の取り組み

公営施設、場外馬券

売り場の拡充

公営競技の活性化の
ため公営企業金融公庫
納付金の引下げを求める

緊急時対応に向けた

弾力的予算の
確保

市内景気の高揚を
図る

市民の所得の向上

策を図る

市役所の無駄を削ぎ
落とす

職員・組織改革に
努める

財源の再検討を

行う

歳出状況を調査
する

（挿入したカード）表記例

財政状況に関する
意識調査をする

内部管理業務　１／２

（財政改革）



1.2.7-6

明るくやさしい親切

な窓口対応
（住んで良かった）

市民の立場に立って
対応する

市民サービスの
迅速さ

全庁的な組織の
再編成・配置転換

スリムな組織作り

団塊世代の優秀職員

の活用

課長ポストも含め能力
の高い若手の人材だけ

で構成する課を設置

組織名称をもっと
分かりやすく

危機管理室の創設

自衛隊ＯＢを

採用する

市民が市役所に行き

やすい環境受入れ

体制を作る

基盤整備に関し横断的

に指揮監督権を持つ
組織を編成する

特別の事例に対しプロ
ジェクトチームを

大いに活用する

緑関係の組織の強化
を行う

施設の統廃合と民間事
業者の活用

指定管理者の導入後の
職員の有効活用

政策・事務事業評価を活
用し、効果の出ない事業

の廃止、見直をする

思い切った組織の

改正

課・係を廃止し、

グループ担当制の採用

ワンストップサービス
体制の構築

業務を見直した上での
電子市役所の導入

ライン・スタッフの活用

一人当りの執務面積
の拡大

より明確な執務分担

職員の定員削減策
の理解

新たな職務の配置
による

職員数の削減

組織を新設・強化する

限られた能力のある

職員の適正な配置

きめ細かい市民

サービス
を向上する

職員の意識改革

職員の業務改善意欲

を醸成する

職員の政策・立案

能力の育成

企業と市民と協働
して意識改革に

努める

校種の枠を越えた

教育活動を推進し、

次代を担う市民を育成する

職員一人一人が営業
マンの心で事務に

あたる

市民に日ごろから

情報を提供する

こと

仕事の能率は机
の上の整理から

市の方針、政策に

ついて、共通の

認識

組織間の情報
交換会

月の目標を明確にし
伝達する

市職員が旧慣行に

とらわれることを
辞める

IT活用による情報

共有の促進

メンタルヘルス
の強化

各課の有能な若手に
よる部内業務全般

提言会議の設置

専門職の育成と
人事異動の廃止

職員研修を強化
する

特定市民に左右され

ない判断力を養う

縦割組織から横断的

組織とするため、まず
は情報共有から

社会常識が通じる

組織とする

市民ニーズを先取り

した組織作り

幅広い人材の確保

職員環境の改善

に努める

組織ルールに特別
を作らない

ニーズに合わせた

組織対応

職員環境の調査を
する

事務調査をする
市民ニーズの調査を

する

内部管理業務　２／２

（組織・意識改革）



1.2.7-7

ハザードマップの
作成・配布

防災マップの充実・
促進

災害発生時におけ
る初期の対応等の
当番制（部単位）

月1回の防災市民

会議の開催

事前準備意識を持
つ

各地域の現状の把
握を行い・周知する

危険性の高い地域
の把握

災害発生時初動体
制の見直し

危機管理体制の確
立（明確化）

マニュアルの市民・
企業協働による周知

建物マップの作成

災害廃棄物の処理
計画の策定

地域防災計画（水、
地震）の見直し

防災行政無線の活
用を充実させる（ス

ピーカーの見直しも）

地域単位の防災体
制づくり

町会の防災体制の
支援の充実

住民のための訓練
のあり方を見直す

市民に防災に対する
意識の向上をPRする

市民に自分の地域の
形状を理解してもらう

自主防災意識の高揚
を図る

年度ごとに対策地
域を定め事業を展

開

防災市民協力フォー
ラムの設置

市民レベルで可能な
対応について示す

市民の協力を得る

自助、共助、公助の考
え方を啓発

金が掛かるから、
それはやめよう体

質を見直す

災害が起こってから
見直す体質をかえる

防災訓練の充実を
図る

防災、防犯、災害を想
定した職員全員による
防災模擬訓練を実施

する

防災・防犯教育の
充実

市民を抱き込んだ実践的
な防災訓練を実施

災害発生時の町会
単位での当番制

(意識向上)

町会のリーダー格
の活動を援助

地域行政のネット
ワーク化

災害時町会、自治
会との連携、連絡

を密にする

資機材の準備

災害に強い道路を
整備する

優秀なドクターを
確保する

医療機関への交通
手段（住所の近く

にバス停）

避難所と災害対策
本部の連絡を密に

する

防災担当との連携
（部）

警察、自衛隊との連
携を強める

災害時関係部局と
の連絡を密にする

災害時に出動できるよう
企業、国との協定をつくる

防災拠点の整備
（本庁舎出は古く不可）

防災ICTの強化

防災センター機能
を併せ持つ新庁舎

を建設

PFIを活用して建設 避難所（学校）の耐
震化を図る

費用が掛からない耐
震の工法を模索する

市民と協働による実
現可能な具体的防災
計画（緊急マニュアル）

策定

災害時に心身に負
担のない避難施設

の設置

避難所を充実させ、万
一の時の安心感を創出

救急輸送体制の確
立

災害弱者に対する
安全対策の強化

最新医療機器を整
備する

初動対策のマニュ
アル化

災害対策等のマニュ
アルの徹底

火災を発生させな
いマニュアル作成

マニュアルの充実

防災に対する意識
改革

救急医療体制の整
備

安心、安全な街の確
立

防災対策の確立

防災のための設備
を整備

浸水地区を重点に
河川遊水地の整備

ゲリラ的豪雨、水
害対策のため、河
川、遊水地の整備

を進める

災害（水害）の多い地
区の河川整備を行う

河川、下水道の整
備を進め、災害
（水害）を防ぐ

道路・河川等危険
箇所等の情報提供
のネットワーク化

水害対策の実現

区画整理事業の促
進

地域の開発段階で
の対応策を考える

低地等の土地利用
規制（用途規制）

漏水防止のため給水
間の布設替え

（防災・防犯対策を進める（防災））

防災のための設備
整備計画の立案

財政状況、他の市
業の重要性を考慮

市域全体のバラン
スを見る

災害時の組織体制
で職を作らない

その他業務　１／４



1.2.7-8

配達員による（郵
便、宅急便）との連
携ににより、事故
の報告をもらう

防犯規制の強化

防犯支援マニュア
ルの作成

子供を守るため親
の協力のもと防犯
意識を向上させる 緊急時対応をマニュ

アル化する

地域コミュニティを
充実させ、地域交

流を活性化

防犯訓練の充実を
図る

地区との連携・情
報の共有化のため

の会議実施

市民の意識を啓蒙

市民への防犯教室
等の実施

日常的生活（散歩等）
の防犯意識の改革

郊外の暗い地域に
照明等を増やす

街路灯の増加

商店会との連携により
事件・事故発生時に

連絡をもらう
コンビニ店との連
携により子供を犯

罪から守る

警察官を増員する

警察との協力体制
を充実する

企業に呼びかけ、
社会貢献の一環と
して地域パトロー

ルを依頼事業所単位による防
犯パトロールの実施

町会パトロールを援助
する（資材で支給）

行政の対策を待つのではなく、市
民の立場での対応策を示していく

公用車に青色灯を設
置し、本来業務と共に

パトロールする

市民協働による地域の防
犯パトロールの強化

防犯パトロールの強化

ライフスタイル（買い物、
散歩、通勤、通学）パト

ロール制度の創設

ボランティア組織によ
る防犯パトロールの立

上、推進

市民ポリスステーショ
ンの設置

地域住民と協力して声
がけ運動を実施する

充実した町会組織を
活かした安全な街づく

りをする

町会組織に頼らない
若者を中心とする防犯

組織の構築

市民、地域ぐるみの防
犯対策の強化

防犯対策組織の強化

繁華街の治安浄化

安心、安全な街の確
立

地域（町会）と
P.T.Aの活用

学校の防犯対策の
実現

JR各駅周辺の治

安強化

人口の増加を抑え
る（マンション規制）

通学路の安全確保
のための歩道整備

放置自転車への対
応

通学路の安全確保

学童通貨路の見直
し

青少年の非行防止
に努める

学校教育で非行防
止策を実施

自分の身は自分で
守る事の徹底

老後の生活への安
心

防犯に対する企業と
の連携体制の確立

警察の力による防
犯対策の実現

防犯対策の確立

（防災・防犯対策を進める（防犯））

防犯対策計画策定・
見直し

学校の防犯対策計
画の策定

地域の防犯対策施策
の検討

その他業務　２／４



1.2.7-9

遊休地の積極的活
用を図る

使用していない土地
などの開放利用

郊外地は低層住宅
を誘導する

地域単位での家屋
等の色彩を統一規
制による街づくり

住工混在を解消する
増え続けるマンショ
ン（住民、建物）対策

（スラム化など）

高層マンションの抑
制

都市開発の見直し
（小開発、乱雑開発）

市域（９地区）の市に対するニー
ズの相違、地域差の改善

目標値を定め、地域
ごとに重点的に施策

を実施

何が最優先か見極
める

市民の声も大事、市
民の命を優先する

郊外の区画整理の
推進

狭い道路、暗い道路
などの早急な整備

道路照明を増やす
ため、市民に呼びか
け一戸一灯運動を

広げる

基盤整備により、防
災、防犯に配慮する

区画整備事業等による
都市基盤整備の促進

郊外地域に最低限の基
盤整備を行う

特にインフラ（区画、下
水、河川、道路）におけ

る地域差の縮小

景観意識のPR
（市民協働）

漏水が多い地区を
中心に対応

河川浄化による親水
公園等の整備

防災公園などを整備
する

芝生が充実した公園
整備（バーベキュー

などができる）

行政、地域の協働によ
る公園管理

公園管理を地域のボラ
ンティアに依頼する

公園管理に市民参加を
勧める

市内河川浄化に向
けた市民、企業と協
働による取り組み

小学校の授業の中
に河川環境等の浄

化作業を組み入れる

きれいな空気、人に親しむ河川、騒音・
振動のない環境の実現

有名私立大学の誘
致を行い、街を活性

化する

公園の整備

交通網の見直し・整
備

交通の利便性向上
のためバス等を整備

する

きめの細かい交通
網の確保

市街地幹線道の整
備遅れを解消

地下鉄駅を中心とし
た街づくりの推進

各SR駅前への元気

な商業施設の誘致
活動

駅周辺の違法駐輪
の解消

歩行者、自転車の安
全を考えた道路の建

設

歩道・サイクリング道
路の整備

水質浄化による水辺
環境の改善

街の活性化の実現

（都市環境整備を進める（都市整備））

下水道の普及率向
上を図る

下水道普及率を10
年以内に10%アップ

公共下水道の整備

市域（９地区）の市に対するニー
ズの相違、地域差の調査

規制に基づく指導強
化

関係機関との協力
体制を作る

地域の特性を活かし
た整備を進める

財源確保を進める中で、
費用対効果の高い整備

手法を考える

市街地、郊外等の地
域の状況に応じた土
地利用規制を行う

荒川を利用したフィッ
シングパークを建設
し、観光拠点とする

街の活性化に繋が
る施策を検討

都市基盤整備の実現

その他業務　３／４



1.2.7-10

環境対策計画策定
のための現状調査

を実施

地球温暖化防止地
域推進計画の策定

市民と協働で環境問
題に取り組む

市民協働フォーラム
を設置して包括委託

を行う

市民、企業との協働
で太陽光発電の拡

大を図る

市民と協働でゴミ０
の推進を図る

ゴミ減量化施策の検
討

地球温暖化防止教
育の充実

ゴミの影響を教育の
過程でしっかり教える

もったいない運動を市
民と協働で推進

３Rの推進を図る

ゴミの資源化
生ゴミ→肥料

さらに細かいゴミの分
別収集の実施

ゴミの分別収集を市
民と協働で確立する

ゴミの減量化
ゴミ量に対応したゴミ

処理施設の整備

ゴミの有料化の実施

市民との協働による
不法投棄対策の実施

きれいな空気、人に親しむ河川、騒音・
振動のない環境の実現

アスベスト対策の推
進

公害苦情に対する
迅速な対応と解決

地域住民と協力して
地球温暖化防止を

推進する

環境関連の対策の
実現

都市環境整備を進める（環境整備）

環境対策計画を策
定する

緑地の積極的保存、
緑化地域の拡大

首都圏20km内にあ

る緑環境を守る

緑の保全区域を指
定し、重点的に財源

を投入

緑比率の向上に寄
与する施策の展開

植樹など市民との協
働

緑化対策への積極
的な支援

まだ大丈夫だろうと安
易に考えない

ゴミ問題の解決

ゴミ問題への対応
策検討

その他業務　４／４


